
 

京都市消防局訓令甲第３号 
各 部 
消防団・自主防災推進室 
消 防 学 校 
各 消 防 署 

 京都市高圧ガス保安法施行規程の一部を次のように改正する。 

  令和８年３月３０日 

京都市消防局長 名畑 徹 
 第２６条の次に次の１条を加える。 

（試験研究施設軽微変更工事実施者の届書） 
第２７条 局長は、冷凍則第１７条第１項第６号、液石則第１６条第１項第５号又は一般

則第１５条第１項第５号に掲げる「試験研究施設における処理能力又は冷凍能力の変更

を伴わない変更の工事であって、経済産業大臣が軽微なものと認めたもの」を、法第１

４条第１項ただし書きの経済産業省令で定める軽微な変更工事として取り扱おうとす

る者に対し、次の書類を届け出るよう指導しなければならない。 
 ⑴ 試験研究施設軽微変更工事実施者届書（第１１号様式） 
 ⑵ 試験研究施設であることを証する書類 

 ⑶ 届出に係る要件に該当することを証する書類 

 ⑷ 試験研究施設の概要その他参考となるべき事項を記載した書類 
２ 局長は、前項の規定により届出をした者（以下「試験研究施設軽微変更工事実施者」

という。）が届出事項について変更が生じた旨の届出をしようとするときは、その者に

対し、試験研究施設軽微変更工事実施者変更届書（第１２号様式）により届け出るよう

指導しなければならない。 
３ 局長は、試験研究施設軽微変更工事実施者としての取扱いを廃止する者に対し、試験

研究施設軽微変更工事実施者廃止届書（第１３号様式）により届け出るよう指導しなけ

ればならない。 
４ 局長は、試験研究施設の一部又は全部を休止又は廃止をした者に対し、試験研究施設

休廃止届書（第１４号様式）により届け出るよう指導しなければならない。 
５ 局長は、法第１０条第１項の規定により第一種製造者の地位の承継があった場合にお

いて、当該第一種製造者が試験研究施設軽微変更工事実施者であるときは、当該第一種



 

製造者の地位を承継した者に対し、試験研究施設軽微変更工事実施者承継届書（第１５

号様式）により届け出るよう指導しなければならない。 

６ 第１項から第５項までの規定は、法第１４条第４項ただし書きの経済産業省令で定め

る軽微な変更の工事について準用する。この場合において、第１項中「冷凍則第１７条

第１項第６号」とあるのは「冷凍則第１９条第５号」と、第５項中「法第１０条第１項」

とあるのは「法第１０条の２第１項」と、「第一種製造者」とあるのは「第二種製造者」

と読み替えるものとする。 

第１０号様式の次に次の５様式を加える。 



 

第１１号様式（第２７条関係） 

試験研究施設軽微変更工事実施者届書 ※ 
×整 理 番 号  

×受 理 年 月 日    年  月  日 

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地                  

事 業 所 所 在 地                  

 事業所の許可年月日及び許可番号 

（第二種製造者にあっては「届出年月日」） 
 

 対象 とする試験研 究施設 の名 称  

 備 考  

 

     年  月  日 

 

                             代表者 氏名                

 

京都市長 殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ ※の箇所には、一般／液石／冷凍の適用省令の区分を記載すること。 

３ ×印の項は記載しないこと。 



 

第１２号様式（第２７条関係） 

試験研究施設軽微変更工事実施者変更届書 ※ 
×整 理 番 号  

×受 理 年 月 日    年  月  日 

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地                  

事 業 所 所 在 地                  

 事業所の許可年月日及び許可番号 

（第二種製造者にあっては「届出年月日」） 
 

 変 更 の 内 容  

 変 更 の 年 月 日  

 変 更 の 理 由  

 備 考  

 

     年  月  日 

 

                             代表者 氏名                

 

京都市長 殿 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ ※の箇所には、一般／液石／冷凍の適用省令の区分を記載すること。 

３ ×印の項は記載しないこと。 



 

第１３号様式（第２７条関係） 

試験研究施設軽微変更工事実施者廃止届書 ※ 
×整 理 番 号  

×受 理 年 月 日    年  月  日 

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地                  

事 業 所 所 在 地                  

 事業所の許可年月日及び許可番号 

（第二種製造者にあっては「届出年月日」） 
 

 廃 止 の 内 容  

 廃 止 の 年 月 日  

 廃 止 の 理 由  

 備 考  

 

     年  月  日 

 

                             代表者 氏名                

 

京都市長 殿 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ ※の箇所には、一般／液石／冷凍の適用省令の区分を記載すること。 

３ ×印の項は記載しないこと。 



 

第１４号様式（第２７条関係） 

試 験 研 究 施 設 休 廃 止 届 書 ※ 
×整 理 番 号  

×受 理 年 月 日    年  月  日 

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地                  

事 業 所 所 在 地                  

 事業所の許可年月日及び許可番号 

（第二種製造者にあっては「届出年月日」） 
 

 対 象 と す る 試 験 研 究 施 設  

 休 廃 止 の 内 容  

 休 廃 止 の 年 月 日  

 休 廃 止 の 理 由  

 備 考  

 

     年  月  日 

 

                             代表者 氏名                

 

京都市長 殿 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ ※の箇所には、一般／液石／冷凍の適用省令の区分を記載すること。 

３ ×印の項は記載しないこと。 



 

第１５号様式（第２７条関係） 

試験研究施設軽微変更工事実施者承継届書 ※ 
×整 理 番 号  

×受 理 年 月 日    年  月  日 

 承 継 さ れ た 事 業 所 の 名 称  

 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  
 

 承 継 さ れ た 事 業 所 所 在 地   

 承 継 後 の 名 称  

 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 )  
 

 事業所の許可年月日及び許可番号 

（第二種製造者にあっては「届出年月日」） 
 

 事 業 所 （ 本 社 ） 所 在 地   

 備 考  

 

     年  月  日 

 

                             代表者 氏名                

 

京都市長 殿 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ ※の箇所には、一般／液石／冷凍の適用省令の区分を記載すること。 

３ ×印の項は記載しないこと。 



 

   附 則 

 この訓令は、令和８年３月３１日から施行する。 

 

（消防局予防部指導課） 


